
令和３年度 各課（室）別主要事業の概要

１ 教育政策課

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

１ 教育調査統計の実施 795 国の統計調査及び本県教育の振興を図るための県単独の調査を

実施する。

・国の統計調査

・「学校基本調査」に係る審査・集計

・地方教育費調査

・社会教育調査

・県単独の調査

・中学校等卒業者の進路状況調査

・高等学校等卒業者の進路状況調査

・中学校等卒業予定者の進路志望状況調査

２ 教育施策の企画調整 946 新たな教育課題への迅速かつ的確な対応を図るため、教育施策

の企画調整等を行う。

・政策企画調整（教育施策立案のため、教育現場の現状と課題

を把握し、新たな教育課題等を検討する。）

・教育施策の概要の作成

・市町村教育委員会教育長会議、県立学校長会議等の開催

３ 教育委員会の事務の 104 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条に基づき、

点検・評価の実施 教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況について点

検・評価を行い、報告書を作成する。

４ 広報・広聴活動の推 6,703 教育施策等について正しい理解と協力が得られるよう、効果的

進 な広報・広聴活動を行う。

・教育広報あおもりけん（年５回発行）

・青森県の教育（年１回発行）

・グラフでみる青森県の教育（年１回発行）

・あおもり教育フォーラム（年１回開催）

５ 教育行政情報システ 67,814 教育行政における情報処理と事務処理の合理化・効率化を推進

ムの推進 する。

・教育行政情報システムの開発・運用・保守

・情報システムの運用・保守

・全庁ＬＡＮ運用



２ 職員福利課

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

教職員のがんの早期発見と早期治療に役立てるため、がん検診１ 教職員の健康管理の 10,667

を実施する。充実

・乳がん検診 30歳以上の女性教職員 1,400人

・子宮がん検診 女性教職員 1,800人

・大腸がん検診 30歳以上の教職員 250人



３ 学校教育課（その１）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

１ 授業の充実 58,446

(1) 学習状況調査 4,283 本県の児童生徒の学力向上に資するよう学習指導の改善を図

り、学力の維持向上に取り組むため、県内公立小・中学校の児童

生徒を対象に学習状況調査を実施する。

・調査対象学年 小学校５学年全員

中学校２学年全員

・実施教科等 小学校 国語・社会・算数・理科

中学校 国語・社会・数学・理科・英語

(2) 小・中学校外国語 1,821 小・中学校における外国語教育の充実及び本県外国語担当教員

教育充実支援事業 等の英語力向上を図るため、研究協議会、小・中学校外国語教育

【新規】 充実支援訪問の実施や中学校英語教育推進教員を育成する。

(3) スーパーサイエン 3,610 科学技術や理科・数学に関する教育を重点的に行い、高等学校

スハイスクール支援 におけるカリキュラム開発等を行うスーパーサイエンスハイスク

事業 ール指定校について、資料整理や報告原稿の入力作業等の事務負

担軽減のため、事務支援員を配置する。

(4) エネルギーに関す 8,103 児童生徒がエネルギーに関する理解を深め、自ら判断する力を

る教育支援事業費補 身に付けることをねらいとした体験的な学習を推進するための市

助 町村及び県立学校が行う教育活動等に要する経費に対し助成す

る。

(5) 学校図書館活用推 336 学校図書館の現状認識と活用推進を図るため、学校図書館担当

進事業 者（司書教諭、学校司書、その他担当者）を対象として講義・演

習及び情報交換等を実施する。

(6) 外部人材活用によ 36,640 教職員の業務の負担軽減を図るため、教職員の事務的補助を行

るスクールサポート うスクールサポートスタッフの配置を拡充する。拡充に当たって

スタッフ配置事業 は、障害者を雇用することとし、県教育委員会における障害者雇

（特別支援学校） 用を推進する。

・令和３年度 特別支援学校２０校

(7) 高等学校定時制・ 2,607 勤労青少年の高等学校定時制課程又は通信制課程への就学を促

通信制教科書学習書 進し、教育の機会均等を保障することを目的として、同課程に在

給与事業 学する有職生徒の教材費負担軽減措置として、教科書及び学習書

を給与する。



学校教育課（その２）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

(8) 被災児童生徒就学 1,046 東日本大震災による被災を起因とした経済的理由により就学困

支援等事業 難な児童生徒に対する就学支援等の事業を行う市町村等に対し、

必要な経費を補助する。

２ 道徳教育の充実 1,922

(1) 道徳教育研究協議 212 小・中学校の道徳教育の充実を図るため、研究協議を行う。

会

(2) 道徳教育地域支援 1,710 学習指導要領に基づいた道徳教育の質の向上と充実を図るた

事業 め、学校・地域の実情に応じて道徳教育に関する多様な取組を実

施し、成果を普及する。

３ 特別活動の充実 17,275

(1) ドリカム人づくり 9,972 児童生徒の向上心や積極的に学ぶ意欲を育むため、児童生徒が

推進事業 主体となり企画・活動を行う特色ある学校づくり事業を実施す

る。

・対象校 県立学校１８校程度

(2) 青森県中学校文化 1,700 中学校における文化活動を支援するため、県中学校総合文化祭

連盟支援事業 の開催経費に対し助成する。

(3) 青森県高等学校文 891 高等学校における文化活動を支援するため、県高等学校文化連

化連盟支援事業 盟が行う、全国・東北大会への生徒派遣費の一部を補助する。

(4) 県高等学校総合文 2,888 高等学校における文化活動を支援するため、県高等学校総合文

化祭 化祭の開催経費の一部を補助する。

(5) 学校における文化 1,177 適切な文化部活動の実現及び教職員の文化部活動指導の負担軽

部活動推進事業 減を図るため、県立学校の文化部に文化部活動指導員を配置す

【新規】 る。

(6) 科学の甲子園関係 647 高等学校と中学校の生徒が、科学に関する知識・技術等を競い

事業費 合う「科学の甲子園」及び「科学の甲子園ジュニア」の全国大会

への本県代表校を選抜するため、青森県大会をそれぞれ開催す

る。



学校教育課（その３）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

４ 生徒指導の充実 170,787

(1) 学校の教育相談体 137,262 児童生徒のいじめ、不登校や子どもの貧困問題等の諸課題への

制充実を支援する外 対応に係る学校の教育相談体制を支援し解決を図るため、小・中

部専門家活用事業 ・高等学校等へ心理分野に関して高度な専門的知識・経験を有す

るスクールカウンセラー及び教育・福祉分野に関して専門的知識

・経験を有するスクールソーシャルワーカーを配置・派遣する。

・スクールカウンセラー 全小・中学校及び高等学校７校

・スクールソーシャルワーカー 全小・中学校及び高等学校６校

(2) 居場所づくり・絆 3,081 不登校の未然防止等のため、安心して学べる環境づくりに向け

づくり推進事業 た調査研究や、医療・心理・福祉等の関係機関や民間団体等によ

る協議会を実施するとともに、市町村における支援体制の整備促

進に向けたコーディネーターを配置する。

(3) ２４時間いじめ等 9,905 いじめ・不登校などの様々な課題を抱える児童生徒・保護者を

電話相談事業 支援するため、夜間・休日を含む２４時間対応可能な相談体制を

整備するとともに、生徒指導担当者による会議を開催する。

(4) 安心できる学校づ 2,155 いじめを早期に発見し、事案に対処するため、連絡協議会及び

くり推進事業 教職員向けの研修会を開催するとともに、県立学校における危機

的事態発生時に派遣する「こころの緊急支援活動チーム」を設置

する。

(5) ソーシャルメディ 2,866 関係機関等と連携してＳＮＳなどインターネット上のいじめに

ア等監視員配置事業 関する事案を早期発見するため、ソーシャルメディア等監視員を

配置する。

(6) いじめ防止対策事 877 いじめ防止等のための対策を実効的に行うため、県立学校に外

業 部専門員や学校関係者による組織を設置する。

(7) 青森県いじめ防止 147 いじめ防止等のための対策を審議するとともに、重大事態に関

対策審議会 する調査を行うため、専門的知識及び経験を有する委員による審

議会を開催する。



学校教育課（その４）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

(8) 小・中学校指導関 1,397 小・中学校における指導の充実や児童生徒の問題行動の防止等

係経費 に向けた協力体制の強化を図るため、関係者による情報交換・研

究協議を行うとともに、日本語指導が必要な児童生徒担当教員等

連絡協議会を開催する。

(9) 高等学校指導関係 2,036 高等学校における指導の充実を図るため、関係者による情報交

経費 換・研究協議や指導主事等による学校訪問等を行う。

(10) 適応指導 10,077 不登校児童生徒の自立心を育み学校へ復帰できるよう適応指導

を行う。（総合学校教育センター）

・対象 小・中・県立学校児童生徒

(11) いじめ・不登校対 715 いじめ、不登校、暴力行為等の問題行動等についての理解、指

策、支援教育研修講 導・援助の仕方について、また、通常の学級及び特別支援学級等

座 における特別支援教育指導法の研修を行い、学級経営の指導向上

を図る。（総合学校教育センター）

・対象 小・中・県立学校教員

(12) 児童生徒理解、グ 269 児童生徒理解の客観的方法としての心理検査の理論、技法等に

ループアプローチ、 ついて研修を行い、学校における教育相談活動を効果的に実践す

アセスメント研修講 る指導力の向上を図る。（総合学校教育センター）

座 ・対象 小・中・県立学校教員

５ キャリア教育の推進 126,729

(1) 医師を志す高校生 22,270 医学部医学科への入学者の増加を図るため、県内３つの拠点校

支援事業 が中心となり、医学科進学を目指す高校生の実力養成と教員の指

導力向上等を図るための学習プログラム等を実施する。

・対象 高校１・２・３年生

(2) 進学力を高める高 7,189 大学進学率の更なる向上を目指し、高校生の学力向上と教員の

校支援事業 指導力向上等を図るため、各学校における特色ある取組を実施す

る。



学校教育課（その５）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

(3) 県立学校就職促進 1,217 生徒の就職促進に向けた体制整備に資する取組を実施する。

関連事業 ・高等学校就職促進連絡会議の開催

経済団体、保護者、行政及び教育関係者が一堂に会し、高

校生の就職問題について共通理解を図るとともに、求人確保

の方策等について協議を行う。

・特別支援学校職場実習の促進

特別支援学校職場実習における事業所等との事前打ち合わ

せや巡回指導等を行う。

(4) 高校生の就職総合 26,584 高校生の就職支援を強力に推進するため、生徒の就職に有利と

支援プロジェクト事 なる資格取得に向けた研修等を実施するとともに、生徒の職業・

業 企業理解を図るための企業訪問を実施する。

(5) 高校から取り組む 48,760 高校生の県内就職率の向上を図るため、県内企業等と連携した

人口減少対策プロジ 郷土と県内就職に対する理解を深める学習を行うとともに、県内

ェクト事業 就職に関する情報提供や県内企業との相互理解を促進するための

【継続重点】 就職支援員を配置する。

(6) 産業教育の推進・ 17,887 産業界の人財育成と高校生の県内定着を図るため、令和４年度

人財育成事業 の全国産業教育フェア開催の機会を捉え、高校生による地元産業

【新規重点】 の研究、県内産業教育機関のＰＲ、オンリーワン企業の紹介や小

中学生を対象とした地元企業の体験や紹介などに取り組む。

(7) 仕事力養成推進事 2,822 高校生が社会人・職業人として自立していくための仕事力を養

業 成するため、体験活動（インターンシップ等）と演習（ビジネス

マナー等）を組み立てた就職指導プログラムを高校３年間を通し

て系統的に実施する。

６ 特別支援教育の充実 414,632

(1) 地域における特別 4,480 特別な教育的ニーズのある児童生徒に対する教育相談体制を充

支援教育相談体制強 実させるため、関係機関との連携強化に向けた検討会議を開催す

化事業【継続重点】 るとともに、理学療法士及び言語聴覚士等外部人材の活用による

教員の専門性向上研修等を行う。

(2) 特別支援学校技能 4,352 特別支援学校高等部生徒の社会的・職業的自立を促進するた

検定事業 め、青森県版「特別支援学校技能検定」の充実を図るとともに、

「青森県特別支援学校技能検定・発表会」を実施する。



学校教育課（その６）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

(3) 特別支援学校生徒 51,262 特別支援学校高等部卒業生等の企業就労に向けた職業スキル等

の夢や志を支援する を育成するため、県内３地区に「県教育庁障害者就労促進センタ

就労促進事業 ー」を設置し、任期付雇用による就労機会の提供や育成プログラ

ムの開発等を行うとともに、障害者雇用の理解啓発を図る。

(4) 特別支援学校にお 880 特別支援学校に在籍する幼児、児童及び生徒の自立と社会参加

けるコミュニティ・ に向け、家庭や地域社会の教育力を活用した教育活動を展開して

スクール導入モデル いくため、６校においてコミュニティ・スクールを導入し、実践

事業 研究を行う。

(5) 特別支援学校にお 4,171 特別支援学校児童生徒が、学校教育段階から生涯を通じてスポ

ける障害者スポーツ ーツに親しむ態度を育成するため、特別支援学校におけるスポー

推進事業 ツの推進に向けた関係者による連絡協議会の設置、他の特別支援

学校や地域のスポーツ団体等と連携した活動等を行う。

(6) 特別支援学校就学 242,699

奨励事業

① 特別支援教育推 863 障害児の就学を円滑に推進するため、各教育事務所管内ごとに

進事業 保護者等を対象とする就学相談を行うとともに、県教育支援委員

会及び就学事務研究協議会を開催する。

② 訪問教育指導事 490 特別支援学校に在籍し、障害のため通学して教育を受けること

業 が困難な児童生徒に対して、教員を派遣して教育を行う。

③ 特別支援学校就 240,356 特別支援学校の幼児、児童及び生徒に対し、就学に必要な学用

学奨励費 品費等を助成し、特別支援教育の普及奨励を図る。

④ 特別支援学校就 990 特別支援学校において、就学奨励費に係る事務の効率化を図る

学奨励費システム システムの保守委託を行う。

保守委託経費

(7) 特別支援学校スク 98,271 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、スクールバ

ールバス感染症対策 スに乗車する児童生徒の少人数化を図る取組として、スクールバ

支援事業 スの増台を行う。



学校教育課（その７）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

(8) 特別支援教育指導 1,068 特別支援学校における指導の充実を図るため、関係者による情

関係経費 報交換・研究協議を行うとともに、指導主事等による学校訪問等

を行う。

(9) 特別支援教育相談 7,449 特別支援教育に係る教育相談を行うとともに、情報の普及・啓

事業 発を図る。（総合学校教育センター）

７ 国際化に対応する教 161,012

育の推進

(1) グローバル社会を 15,730 新学習指導要領における高等学校英語教育への対応と国際社会

主体的に生き抜く人 で活躍できる実践力を持った人財育成に向け、英語教育推進リー

財育成事業 ダーの育成及び海外研修プログラムの作成を行うとともに、台湾

【継続重点】 の高校との相互交流による協働学習を実施する。

(2) 外国語指導助手設 140,123 生徒の語学力の向上を図るとともに、併せて外国語担当教員の

置事業 指導力の向上を図るため、語学指導等を行う外国青年を招致す

る。

・招致人員 ２９人

・配 置 先 県立高校、学校教育課、総合学校教育センター

(3) 済州国際青少年フ 972 国際的視野に立って活躍できる人財を育成するために、本県と

ォーラム派遣事業 姉妹提携協定を締結した大韓民国済州特別自治道で開催される

「済州国際青少年フォーラム」に高校生・教員を派遣し、相互理

解及び交流を促進する。

(4) 英語力を強化する 2,267 高等学校学習指導要領「外国語」を着実に実施するため、英語

指導改善事業 教員の指導力改善を図るとともに、生徒の英語使用機会の大幅な

拡大や英語学習に対するモチベーションの向上を図る等の取組を

支援する。

(5) 高校生国際交流推 1,920 本県の高校生等の異文化理解を深め、諸外国との相互理解等の

進事業 推進を図るため、留学の促進と留学機運の醸成に取り組む。



学校教育課（その８）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

８ 情報化に対応する教 43,919

育の推進

(1) 小・中学校におけ 5,147 教員のＩＣＴ活用指導力や児童生徒の学びの質の向上を図るた

る教員のＩＣＴ活用 め、授業体験型の研修会の開催やデジタル教材・各種コンテンツ

指導力向上事業 等の活用を促進する。

【新規重点】

(2) 高等学校における 13,110 ＩＣＴを活用し、各教科の授業改善や教科外の教育活動を充実

ＩＣＴを活用した確 させ、確かな学力の向上や主体的に夢の実現に向かう資質を備え

かな学力向上事業 た自立した人財を育成するため、全ての県立高等学校においてＩ

【新規重点】 ＣＴ活用のための推進体制を構築し、実践研究や事例の蓄積・共

有を図る。

(3) 特別支援学校にお 7,045 教員のＩＣＴ活用指導力を向上させ、特別支援学校の児童生徒

けるＩＣＴを活用し の学力向上や、ＩＣＴをコミュニケーションツールとして活用し

た確かな学力向上事 社会性の向上を図るため、全ての特別支援学校の教員を対象にし

業【新規重点】 たＩＣＴ研修会を開催し、障害種に応じたＩＣＴを活用した実践

研究や学習教材コンテンツの蓄積・共有を図る。

(4) 県立学校システム 343 県立学校の情報システムの運用管理者を対象に、校内ネットワ

管理者連絡協議会 ーク運用に係るガイドラインの趣旨徹底を図るとともに、各種の

情報交換を行うための連絡協議会を開催する。

(5) 授業目的公衆送信 10,497 県立学校の授業等で円滑に著作物を公衆送信できるよう、著作

補償金【新規】 権法に基づき補償金を指定団体に支払う。

(6) 教育情報提供事業 7,777 児童生徒及び教職員に対して教育素材、学習素材等教育情報を

インターネットにより提供し、学校教育における情報化の推進に

資する。（総合学校教育センター）



学校教育課（その９）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

９ 研修の充実 36,597

(1) 初任者研修（小・ 17,323 新任教員に対して、実践的指導力と使命感を養うとともに、幅

中学校、県立学校） 広い知見を得させるために、職務の遂行に必要な事項に関する実

践的な研修を実施する。

・対象教員 小１３０人 中６０人 高７０人 特２５人

計２８５人

・研修内容 ①勤務校における実地研修

②総合学校教育センター等における校外研修

(2) 教職員研修関係経 2,442 教員の指導力等のより一層の向上を図るため、職務の遂行に必

費 要な事項に関する実践的な研修を実施する。

・臨時講師研修会

・初任者フォローアップ研修

・中堅教諭等資質向上研修

・特別支援教育新任担当教員研修

・特別支援学校における医療的ケア担当教員研修

(3) 幼稚園新規採用教 507 幼稚園の新任教員に対して、基礎的素養と実践的指導力を養う

員研修 とともに、幅広い知見を得させるために、職務の遂行に必要な事

項に関する実践的な研修を実施する。

(4) 教育課程研究集会 2,223 小学校、中学校及び特別支援学校教育課程の実施上の諸問題を

（小・中学校、特別 それぞれ研究協議し、教員の指導力向上を図る。

支援学校）

(5) 教員等資質向上推 252 「教育公務員特例法等の一部を改正する法律」の施行に伴い、

進協議会 県教育委員会が策定する校長及び教員の資質向上に関する指標等

について協議するため、青森県教員等資質向上推進協議会を開催

する。

(6) 高等学校新教育課 766 高等学校学習指導要領の改訂に伴う新教育課程の円滑な実施を

程説明会（県内説明 図るため、中央説明会を受講した教員等を講師とした県内説明会

会） 等を実施するとともに、教育課程編成のための資料を作成・配布

する。



学校教育課（その１０）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

(7) 特別支援教育新教 214 特別支援学校学習指導要領の改訂に伴う新教育課程の円滑な実

育課程説明会（県内 施を図るため、中央説明会を受講した教員等を講師とした県内説

説明会） 明会等を実施するとともに、教育課程編成のための資料を作成・

配布する。

(8) 特別支援教育専門 1,532 特別支援教育担当教員を、独立行政法人国立特別支援教育総合

研修 研究所に派遣し、専門的知識を習得させるとともに、指導力の向

上を図る。

・２か月研修 ６人

(9) 研修講座 11,338 各学校種別及び教科別等の研修を合計１０２講座実施し、教職

員の資質向上を図る。（総合学校教育センター）

・職務研修講座 １７講座 879千円

・事務職員研修講座 ３講座 48千円

・小学校研修講座 １３講座 3,656千円

・中学校研修講座 １７講座 1,332千円

・高等学校研修講座 ２１講座 1,955千円

・産業教育研修講座 １５講座 1,503千円

・特別支援教育研修講座 ８講座 963千円

・教育相談研修講座 ８講座 1,002千円



４ 教職員課（その１）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

１ あおもりっ子育みプ 994,617 小学校の１～５年生について、学年２学級以上で３３人学級編

ラン２１事業 制を実施し、学年１学級は、学級を分割せず非常勤講師を配置す

る。

中学校の１年生について、学年２学級以上で３３人学級編制を

実施する。

小学校の複式学級について、１年生～４年生を含む人数の多い

学級に非常勤講師を配置する。

２ 外部人材活用による 27,987 学力向上を図るための教科指導の充実や教育課題に対応し、教

教科指導等充実事業 員が子ども一人一人に向き合う環境づくりを行うため、中学校に

非常勤講師を配置する。

・令和２年度 ２０校(４学級以下の中学校を有する市町村)

→ 令和３年度 １８校(４学級以下の中学校を有する市町村)

３ 外部人材活用による 54,960 教職員の業務の負担軽減を図るため、教職員の事務的補助を行

スクールサポートスタ うスクールサポートスタッフの配置を拡充する。拡充に当たって

ッフ配置事業（小・中 は、障害者を雇用することとし、県教育委員会における障害者雇

学校、高等学校） 用を推進する。

・令和２年度 小・中学校１４校

→ 令和３年度 小・中学校２４校、高等学校６校

４ 学校図書館活動支援 6,601 学校図書館の運営の改善及び機能向上により、授業等での積極

事業 的な活用を促進するため、県立高等学校に学校図書館サポーター

を配置する。

・配置人数 県立高校６名

５ スクールライフサポ 4,364 県立高等学校において、教諭等と連携しながら特別な支援を要

ーター配置事業 する生徒に対する授業補助や学校生活支援、社会性向上支援等を

行うスクールライフサポーターを配置する。

・配置校 県立高校３校

６ 学校等における法務 1,988 深刻な児童生徒間トラブルや外部からの過剰な要求等に対応す

相談体制整備事業 る教職員の負担軽減を図るとともに、児童生徒にとって最適な教

【新規】 育環境を維持するため、スクールロイヤーを配置する。



教職員課（その２）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

７ 学校評議員配置事業 2,796 県立学校において、家庭や地域と連携しながら特色ある教育活

動を展開できるよう、学校長が学校運営に関する意見聴取等を行

うため、保護者や地域住民等の代表者で構成される学校評議員を

配置する。

・配置人数 １校当たり５名

・会議開催 １年につき２回程度

８ 高等学校におけるコ 765 県立高等学校において、学校・家庭・地域が連携し社会全体で

ミュニティ・スクール 子どもを育む教育活動を展開していくため、１校においてコミュ

導入モデル事業 ニティ・スクールを導入し、実践研究を行う。

【新規】

９ 高等学校定時制課程 5,640 働きながら高等学校の定時制課程及び通信制課程に在学する者

及び通信制課程修学奨 に対し修学奨励金を貸与し、修学条件の改善を図る。

励金貸与事業 ・対象者 高校定通課程在学者

経常的所得を得る職業についている者

一定の所得以下の者

・貸与額 全学年 月額14,000円＋交通費相当額（月額4,000

円を上限）

10 高校奨学金貸与事業 16,922 公益財団法人青森県育英奨学会が実施する高校奨学金貸与事業

費補助 に要する経費を補助する。

11 補習等のための指導 9,172 公立小・中学校において、新型コロナウイルス感染症により臨

員等配置事業費（コロ 時休業等を行った市町村に対して、必要に応じて学習指導員を配

ナウイルス感染症対策 置し未指導分の補習等を行う。

分）

12 外部人材活用による 103,990 新型コロナウイルス感染症による教職員の業務の負担軽減を図

スクールサポートスタ るため、消毒等の感染症対策を行うスクールサポートスタッフを

ッフ配置事業（コロナ 配置する。

ウイルス感染症対策

分（小・中学校））



５ 学校施設課（その１）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

１ 県立学校施設の整備 4,480,513

(内当初予算分

3,259,132)

(内２月補正分

1,221,381)

(1) 県立学校施設の老 3,500,772 学校施設の老朽化の解消等による安全・安心の確保への対応

朽化の解消等による (内当初予算分 として、校舎等改築、長寿命化対策及び大規模改修事業等を行

安全・安心の確保 3,122,842) う。

(内２月補正分 ・校舎等建築 2,385,279千円

377,930) （継続）三沢高校、八戸工業高校［校舎等改築］

（新規）県立盲学校［基本計画］

・県立学校長寿命化・重点改良事業費 298,201千円

（継続）八戸水産高校・野辺地高校・弘前実業高校

［校舎等改修］

（新規）黒石養護学校［基本計画］

名久井農業高校、野辺地高校［体育館改修］

・県立学校大規模改修費 676,466千円

（うち２月補正分377,930千円）

（新規）県立高校１４校、特別支援学校７校

（継続）特別支援学校１校

・調査設計 140,826千円

（新規）八戸東高校、五所川原高校［施設整備等事前調査］

青森北高校今別校舎［解体設計］

(2) 県立特別支援学校 1,802 特別支援学校の教室不足への対応として、所要の調査を行う。

の教室不足の解消等 ・調査設計 1,802千円

（新規）特別支援学校増築等可能性調査

(3) 県立高等学校にお 977,939 専門高校の良好な教育環境を整備するため、実習施設の改築

ける教育環境の充実 (内当初予算分 事業等を行う。

134,488) ・校舎等建築 43,158千円

(内２月補正分 （継続）三本木農業高校［既存食品製造実習施設解体］

843,451) 五所川原農林高校［旧食品製造実習棟解体］

・県立学校大規模改修費 91,330千円

（新規）三本木農業恵拓高校、八戸工業高校［校舎転用改修］

・実習船建造費 843,451千円

（新規）実習船青森丸代船建造費



学校施設課（その２）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

２ 県立学校設備の整備 281,832 県立学校の実習設備や教育用コンピュータ等の整備を行う。

・産業教育設備整備費 161,772千円

（継続）一般設備

（継続）特別装置

（継続）情報処理教育設備

・教育用コンピュータ整備費 82,562千円

（継続）県立高校３２校・特別支援学校２０校

・理科教育等設備整備費 9,123千円

・教材・設備整備費 28,375千円

３ 県立高等学校等就学 2,318,159 家庭の教育費負担を軽減するため、県立高校等の一定の所得未

支援金 満の世帯の生徒に対し、授業料に充てるための支援金を支給す

る。

・支給対象

全日制・定時制・通信制

市町村民税の課税標準額に100分の6を乗じて得た額から

市町村民税の調整控除の額を差し引いた額が304,200円未

満の世帯

専攻科

住民税非課税世帯又は住民税非課税世帯に準じる世帯

・支給単価

全日制・専攻科（住民税非課税世帯） 月額 9,900円

専攻科（住民税非課税世帯に準じる世帯） 月額 4,950円

定時制 月額 2,700円

通信制 １単位 310円

４ 奨学のための給付金 580,344 低所得世帯の授業料以外の教育費負担を軽減するため、県立高

事業 校等の生徒の保護者等に対し、奨学のための給付金を給付する。

・給付対象 年収270万円未満程度の世帯

・給付額

生活保護受給世帯 32,300円（専攻科48,500円）

第１子の高校生等がいる世帯 110,100円

（通信制・専攻科48,500円）

15歳以上23歳未満の扶養されている兄弟姉妹がいる世帯で

第２子以降の高校生等がいる世帯 141,700円

（通信制・専攻科48,500円）



６ 生涯学習課（その１）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

１ 学校・家庭・地域の 291,765

協働による未来を担う

人財の育成

(1) 社会教育を核とす 1,324 学校におけるキャリア教育のより効果的な実施に向け、地元企

る地域ネットワーク 業等と学校のネットワーク会議や模擬授業等を行う。

活用促進事業（キャ

リア教育の推進）

(2) 少年自然の家運営 200,171 青少年教育施設における実践的・体験的な活動を通して、青少

管理事業 年の自主性、社会性を涵養し、自己の形成を図る。

（梵珠少年自然の家・種差少年自然の家）

(3) 子どもの読書活動 2,184 「青森県子ども読書活動推進計画（第四次）」に基づき、読書

推進事業 に親しみ自主的に読書活動をする子どもたちを育成するため、子

どもが読書に親しむ機会の充実、環境の整備・充実、理解と関心

の普及・啓発を進める取組を展開する。

(4) いじめ防止キャン 7,441 いじめ問題への理解と認識を深めるため、いじめ防止を内容と

ペーン推進事業 した標語を募集し、その優秀作品を主題としたテレビＣＭを通じ

て視聴者へ語りかけることにより、広く県民のいじめ防止に向け

た意識の啓発を行う。

(5) 特別支援学校にお 683 障害のある児童生徒の保護者等が、子どもの健やかな成長のた

ける家庭教育支援事 めに、障害児の心理や行動について理解を深めたり、家庭教育上

業 の課題や卒業後の就労等について必要な知識を習得するととも

に、同じ悩みを持つ保護者同士並びに地域住民と交流を深める機

会とする。

(6) 学校を核とした地 3,298 地域学校協働本部の設置を一層推進するため、県内で設置例が

域づくり推進事業 ない、または事例が限られている形態の地域学校協働本部のモデ

【継続重点】 ルを設置し、普及を図るとともに、地域学校協働活動の知識・理

解を深めるため、コーディネーターや教職員等の研修を行う。



生涯学習課（その２）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

(7) 学校・家庭・地域 66,994 地域全体で未来を担う子どもたちの成長を支え、地域を創生す

連携協働推進事業 る地域学校協働活動を推進するため、より多くの地域住民等の参

画による多様な活動を継続的・安定的に実施する体制づくりを支

援する。

・地域学校協働活動推進事業 2,056千円

・学校・家庭・地域連携協働推進事業費補助 64,938千円

(8) あおもり家庭教育 2,594 全ての親が安心して家庭教育を行うため、地域全体で家庭教育

支援総合事業 を支援していく気運を高めるフェスタの開催や、家庭教育支援に

関わる人のネットワークを広げる研修会等を実施する。

(9) あおもり家庭教育 1,025 地域における家庭教育支援体制を整備するため、あおもり家庭

力向上事業【新規】 教育アドバイザーの養成及び資質向上を図る講座を実施するとと

もに、家庭教育に関する研修会へのアドバイザーの派遣等を行

う。（総合社会教育センター）

(10) 家庭教育支援動画 3,866 子育てに関わる人々の抱える不安や悩みを払拭するとともに、

制作普及事業 家庭教育の重要性についての情報の普及を図るため、各家庭や地

域での様々な子育て情報に関する動画配信及びテレビ番組放送を

行う。（総合社会教育センター）

(11) 大学生とカタル！ 995 中学生・高校生のやる気を引き出し、自らの夢に向かって主体

キャリアサポート形 的に行動できる人財を育成するため、コミュニケーション、コー

成事業 チング等の所定の研修を修了した大学生によるワークショップを

実施する。（総合社会教育センター）

(12) 高校生スキルアッ 190 高校生の知識や経験の幅を広げ、社会の変化に柔軟に対応し、

ププログラム推進事 たくましく生きるための様々なスキルの向上を図るため、学校外

業 における学修への積極的な取組を促進する。

（総合社会教育センター）

(13) 青森で生きる未来 1,000 青少年の自己肯定感や主体性を高めることを目的に、地域で行

人財育成事業 われる子どものための活動に高校生・大学生を派遣し、異年齢交

流を行う。（総合社会教育センター）



生涯学習課（その３）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

２ 活力ある持続可能な 7,640

地域づくりに向けた人

財の育成

(1) 「地域の思いをつ 3,551 若者の県内定着及び地域の将来を担う人財の育成のため、高校

なぐ」若者育成事業 生等と地域活動者との交流会及び地域活動の企画・実践を行う。

【新規重点】

(2) 社会教育を核とす 325 社会教育主事の資質・能力向上を図るため、市町村の社会教育

る地域ネットワーク 主事等が中心となり、首長部局、企業・地域づくり団体等と連携

活用促進事業（社会 ・協働し、地域課題解決等に関する事業を企画・実践する。

教育主事の資質・能

力向上）

(3) 若者の社会参加促 1,011 若者の社会参加を促進するため、若者団体等が企画立案する地

進事業 域の課題等を踏まえたモデル事業を実施するとともに、ひきこも

りやニート等の課題を抱える若者の自立を支援する体験活動を実

施する。

(4) パワフルＡＯＭＯ 1,196 新たな地域活動者の発掘・育成を行うとともに、仲間づくりの

ＲＩ！創造塾 促進やネットワークの形成・強化、地域活動の活性化を図り、地

域コミュニティを牽引する人財を育成する。

（総合社会教育センター）

(5) 地域の今と未来を 801 学校・家庭・地域及び企業が連携・協働して地域の子どもを育

つなぐ教育支援活動 むため、コーディネーター等のスキルアップ及び人財の拡充を図

コーディネーター等 るための研修を行う。（総合社会教育センター）

研修

(6) 生涯学習・社会教 756 生涯学習・社会教育関係職員及び関係団体職員等の資質向上の

育関係職員研修講座 ため、業務遂行に係る基礎的・実務的な研修を行うとともに、地

域課題の把握と課題解決につながる実践的な知識・技能の習得と

人財育成を目的とした研修を行い、ネットワーク形成を図る。

（総合社会教育センター）



生涯学習課（その４）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

３ 生涯を通じた学びと 10,446

社会参加の推進

(1) 特別支援学校を活 586 県立特別支援学校の施設・教育機能を積極的に開放し、地域住

用した生涯学習講座 民の多様な学習ニーズに対応することにより、県民の生涯学習を

開設事業 推進し、開かれた学校づくりを促進する。

(2) 障害者の生涯学習 1,014 障害のある青年の地域社会における自立と社会参加を支援する

支援事業 とともに、地域住民との交流の機会とする。

(3) 元気青森人を創造 987 県民個々人が、自己の生き方や働き方を選択しながら人生を設

するｅラーニング推 計できるよう、いつでも、どこでも手軽に学べるインターネット

進事業 による講座「ｅラーニング」により、学習教材の配信等を行う。

（総合社会教育センター）

(4) 学習情報提供事業 7,859 県民の学習活動を促進するため、県民に対して各種学習情報の

提供を行う。（総合社会教育センター）

・学習情報の収集・提供事業 7,343千円

・視聴覚ライブラリー運営事業 516千円

４ 社会教育推進のため 519,425

の基盤整備

(1) 生涯学習推進基盤 1,048 生涯学習振興法第１０条に基づき、本県の生涯学習推進に資す

整備事業 る施策の総合的な推進に関する重要事項について調査、審議する

ため、生涯学習審議会を運営する。

(2) 青森県社会教育委 530 社会教育法第１７条に基づき、本県社会教育の振興施策につい

員の運営 て審議及び調査研究を行い、県教育委員会に答申、建議を行う。

(3) 社会教育主事有資 527 社会教育主事の有資格者を育成し、今後の社会教育指導体制を

格者育成派遣事業 充実させるため、指導主事や学校教員等を社会教育主事講習に派

遣する。

(4) 県立図書館資料整 62,720 県民の生涯学習の場として、また、県内の図書館のセンターと

備 して、県民に必要な資料を整備し、充実した図書館サービスを提

供する。（県立図書館）



生涯学習課（その５）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

(5) 電子図書館システ 15,400 県立図書館における非接触・非来館サービスの充実のため、県

ム導入事業【新規】 (内当初予算分 民が自宅等にいながら電子書籍を閲覧することができる電子図書

8,800) 館システムを導入する。（県立図書館）

(内２月補正分

6,600)

(6) 新しい生活様式に 192,046 新しい生活様式を踏まえた機能強化を図るため、各種手続きの

対応した図書館機能 オンライン化等を行う。（県立図書館）

強化事業【新規】

(7) 総合社会教育セン 125,233 総合社会教育センターにおいて、一部業務について指定管理者

ター運営管理事業 による運営・管理を行う。

・総合社会教育センター指定管理料 118,369千円

・総合社会教育センター運営費 6,864千円

(8) 総合社会教育セン 121,921 施設設備の老朽化等に対応するため、改修工事等を行う。

ター施設設備改修工 （総合社会教育センター）

事



７ スポーツ健康課（その１）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

１ 学校体育・スポーツ 37,061

の充実

(1) 学校体育実技講習 895 教員の指導力の向上を図るため、授業や運動部活動における指

会 導法の講習会を実施する。

(2) 体力向上推進事業 1,609 児童生徒が自ら進んで運動できる環境づくりを支援するため、

講習会等を実施し、発達の段階を踏まえた体力向上の実践的な指

導法の充実を図る。

(3) 全国大会派遣費補 13,220 高等学校及び中学校の体育・スポーツの振興を図るため、全国

助（高等学校・中学 大会への選手・役員の派遣費に対し補助する。

校） 補助金交付先 青森県高等学校体育連盟及び青森県中学校体育

連盟

(4) 学校における運動 11,419 運動部活動の指導体制充実及び質的向上を図るため、運動部活

部活動推進事業 動指導者を対象とした研修会を開催するとともに、市町村立中学

校及び県立学校に部活動指導員を配置する。

(5) 地域部活動推進事 2,818 令和５年度以降の休日の部活動の段階的な地域移行に向けて、

業費【新規】 地域人材の確保、費用負担の在り方及び運営団体の確保などの課

題に総合的に取り組むため、実践研究を実施する。

(6) 全国高等学校スケ 6,600 令和４年１月に八戸市等で開催される第７１回全国高等学校ス

ート競技アイスホッ ケート競技・アイスホッケー競技選手権大会の開催経費の一部を

ケー競技選手権大会 補助する。

開催費補助 補助金交付先 第７１回全国高等学校スケート競技・アイスホ

【新規】 ッケー競技選手権大会青森県実行委員会（仮

称）

(7) 全国高等学校体育 500 令和４年１月に青森市で開催される第５６回全国高等学校体育

連盟研究大会青森大 連盟研究大会青森県大会の開催経費の一部を補助する。

会開催費補助 補助金交付先 第５６回全国高等学校体育連盟研究大会青森県

【新規】 実行委員会（仮称）

２ 健康教育の充実 393,434

(1) 学校医等の配置 85,170 県立学校の保健管理の充実を図るため、学校医、学校歯科医、

学校薬剤師等を配置する。

(2) 定期健康診断費 90,434 県立学校教職員及び児童生徒の健康管理の適正を期するため、

定期健康診断を実施する。



スポーツ健康課（その２）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

(3) ストレスチェック 4,491 県立学校教職員のメンタルヘルス対策に資するため、ストレス

実施経費 チェックを実施する。

(4) 交通安全プロモー 116 交通安全教育の啓発及び交通安全行動の定着化を図るため、交

ション事業 通安全教材を配付するとともに、交通安全推進地区の指定により

地域全体での交通安全教育を推進する。

(5) 独立行政法人日本 149,693 県立学校児童生徒の学校管理下における災害に対し、災害共済

スポーツ振興センタ 給付金を給付する。

ー災害共済給付 ・共済掛金 51,846千円

・災害共済給付金 97,847千円

(6) 学校安全指導者研 302 各学校において、防犯・交通安全教室、避難訓練、心肺蘇生法

修 実技講習等の開催を通じ、実践的な安全教育及び安全管理等の充

実を図るため、教職員等を対象とした指導者研修会を開催する。

(7) 命を守る！防災教 4,099 児童生徒が生涯にわたって自然災害発生時に適切に対応できる

育推進事業費 資質・能力の向上を図るため、地域と連携した防災訓練等指定校

【新規重点】 でのモデル事業や教職員の資質向上を目的とした研修会を実施す

る。

(8) 健康教育関係事業 719 生涯にわたり心身ともに健康でたくましく生きることのできる

児童生徒を育成するため、健康・体力実態調査、表彰活動、研究

大会等を行う。

(9) 養護教諭研修（新 8,014 新規採用の養護教諭に対して、職務に必要な基礎知識及び技術

規採用研修、フォロ を習得させるため、実践的な研修を行う。

ーアップ（２年次） 採用２年目の養護教諭に対しては、これまでの保健室経営を振

研修、中堅教諭等資 り返り、自校の健康課題のとらえ方、解決策及び活動について、

質向上研修（前期・ 成果と新たな課題を確認する。

後期）） また、採用５～７年目、１２～１５年目の中堅の養護教諭に対

しては、指導実践力の更なる向上を図るための研修を行う。

(10) いきいき青森っ子 2,983 健康教育実践研究校の指定により、本県における健康教育の在

健康づくり事業 り方、進め方の協議及び健康課題解決のための具体的な指導内

容、指導方法について研究等を行う。

(11) 被災児童生徒就学 795 東日本大震災により被災し、就学困難と認められる児童生徒の

援助事業（医療費・ 保護者等を対象に就学援助を行う市町村に対して補助するととも

学校給食費） に、県立学校の児童生徒の保護者等を対象に就学援助を行う。



スポーツ健康課（その３）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

(12) 楽しさアップ！子 4,127 本県の児童生徒の体力向上及び肥満傾向児出現率の低下に向

どもの健康づくり事 け、「楽しい体育」に向けた授業改善を推進するため、体育の楽

業費【継続重点】 しさアップ研修会を開催するとともに、弘前大学と共同で本県小

学校低学年の課題である柔軟性、瞬発力等の向上が期待できる運

動プログラムを作成する。

(13) がん教育総合支援 817 学習指導要領の改訂に伴い、体育科及び保健体育科で取扱うこ

事業 ととなった「がん」について、指導者の知識及び指導内容の均一

化等を図るため、検討委員会を設置し課題整理及びがん教育の進

め方について検討するとともに、指導者向け研修会を実施する。

(14) 夜食費補助 347 県立の夜間定時制高校において学ぶ勤労青少年の健康保持と就

労援助を図るため、有職少年等を対象とした夜食費の補助を行

う。

(15) 学校給食衛生管理 7,604 学校給食による食中毒を未然に防止するため、食材の定期点

事業 検、ねずみ・ゴキブリの定期駆除、食材保存用ビニール袋の整備

等を行う。

(16) 県立学校給食設備 3,387 県立学校の給食設備・食器具の整備を行い、衛生管理の徹底を

整備事業 図る。

(17) 県立学校給食委託 28,799 特別支援学校の給食について、近隣の市町村立の学校給食施設

事業 に委託し、学校給食を実施する。

(18) 栄養教諭・学校栄 1,230 新規採用の栄養教諭及び学校栄養職員に対して、職務に必要な

養職員研修（新規採 基礎知識及び技術を習得させるため、実践的な研修を行う。

用研修、フォローア 採用２年目の栄養教諭及び学校栄養職員に対しては、これまで

ップ（２年次）研 の学校給食の管理を振り返り、課題のとらえ方、解決策及び活動

修、中堅教諭等資質 について、成果と新たな課題を確認する。

向上研修（前期・後 また、採用５～７年目、１２～１５年目の中堅の栄養教諭及び

期）） 学校栄養職員に対しては、指導実践力の更なる向上を図るための

研修を行う。

(19) 学校給食調理従事 307 学校給食における食中毒等を未然に防ぐため、県立学校に勤務

員衛生管理講習会 する調理従事員等に対して、衛生管理の専門的知識と技術の習得

【新規】 に向けた講習会を実施する。

３ スポーツの振興 1,411,025

(1) 社会体育費 3,541 社会体育に関する会議、研修会、表彰等を行う。



スポーツ健康課（その４）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

(2) 各種体育・スポー 3,900 本県の体育・スポーツの振興を図るため、県内で開催される特

ツ大会開催費助成 定の県大会及び東北・全国大会等の開催経費に対して助成する。

・全 国 大 会 ４大会

・東 北 大 会 １０大会

・県 内 大 会 ６大会

(3) 体育施設運営管理 814,212 新総合運動公園、総合運動公園、県営スケート場、県武道館の

事業 ４施設について、指定管理者による運営・管理を行う。

・体育施設運営管理費（経常的経費） 644,430千円

・体育施設改修等経費 89,149千円

・長寿命化推進改修等経費 80,633千円

(4) 県有体育施設長寿 2,000 県営スケート場の施設・設備の劣化診断を行い、平成２６年度

命化検討事業費（県 に策定した長期保全計画の更新等を行う。

営スケート場）

【新規】

(5) 県有体育施設競技 7,216 バドミントン競技の東北・全国大会（国民スポーツ大会含む）

用備品整備費 等で使用するためのコートマットを整備する。

【新規】

(6) 青森県スポーツ協 30,221 スポーツ振興を図る(公財)青森県スポーツ協会に対して運営費

会補助 を補助する。

補助金交付先 （公財）青森県スポーツ協会

(7) スポーツ振興事業 18,000 （公財）青森県スポーツ協会のスポーツ振興事業に要する人件

職員費 費に対して補助する。

補助金交付先 （公財）青森県スポーツ協会

(8) 青森県民駅伝競走 16,653 市町村対抗形式による青森県民駅伝競走大会を青森市で開催す

大会開催費 る。

(9) スポーツ科学セン 59,567 スポーツ科学を活用した競技力向上を図るため、青森県スポー

ター運営管理費 ツ科学センターの運営を行う。

(10) 国体・東北総体派 88,015 国民体育大会及び東北総合体育大会への本県選手・役員派遣費

遣事業 に対して補助する。

補助金交付先 （公財）青森県スポーツ協会

(11) 競技力向上事業 107,777 本県の競技力向上を図るため、選手強化事業に対して補助す

る。

補助金交付先 （公財）青森県スポーツ協会



スポーツ健康課（その５）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

(12) スポーツ・レクリ 7,718 県民の生涯を通したスポーツ活動の実践を図るため、青森県民

エーション振興事業 スポーツ・レクリエーション祭を開催し、県民の参加意欲を喚起

する。

(13) みんなが主役！ス 5,367 県民がスポーツを通じた健康づくりに継続的に取り組む環境の

ポーツで健康づくり 充実を図るため、園児と保護者向けの体操教室、学生と高齢者と

事業【継続重点】 のスポーツ・レクリエーション等を通じた交流会、小学生と保護

者向けのスポーツ意欲を高めるためのイベントを開催する。

(14) 広域スポーツセン 3,335 スポーツやレクリエーションを通した世代間交流の場として、

ター運営事業 地域の教育力を高めることが期待できる総合型地域スポーツクラ

ブの設立・運営の支援及び啓発を行うとともに、そのノウハウを

有した人財（クラブマネジャー）の養成講習会を行う。

(15) 競技力向上対策本 7,000 第８０回国民スポーツ大会の本県開催を見据えた総合的・戦略

部運営費 的な各種競技力向上対策の企画・立案を行う。

(16) 競技力向上対策特 193,103 競技力向上を図るため、ジュニア選手の発掘・育成・強化、指

別事業 導者の養成及び公認資格の取得支援、トップレベルコーチ及びス

ーパーバイザーの招聘、強化拠点校や有力選手等への活動支援、

競技団体間の情報共有の強化、医・科学スタッフによるサポート

の強化などの各種施策を展開する。

(17) スポーツ科学チー 4,983 スポーツ科学専門員による科学的分析に基づくトレーニングの

ムサポート事業 サポートを行う。

(18) スポーツ科学セン 38,417 スポーツ科学チームサポート事業の実施に向け、スポーツ科学

ター環境充実事業 センターの組織の充実及び機器の整備等を行う。



８ 文化財保護課（その１）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

１ 文化財の保護・保存 99,077

(1) 文化財の保護体制 3,684 国及び県指定の建造物、記念物及び埋蔵文化財包蔵地をパトロ

の充実 ールし、文化財の保護を図るとともに、県指定候補文化財の現況

調査を行う。

・文化財保護指導員費 2,449千円

・文化財保護推進事業費 1,235千円

(2) 特別天然記念物カ 1,810 カモシカ保護のため、下北半島保護地域及び北奥羽山系保護地

モシカの保護のため 域の生息状況及び生息環境の通常調査を実施する。

の調査

(3) 遺跡分布・範囲確 13,000 開発予定地域で遺跡の所在範囲を確認し、遺跡台帳及び報告書

認調査 の作成を行い、各種開発事業との調整に対応する資料を整備す

る。

(4) 埋蔵文化財の発掘 69,640 開発事業により消滅する周知の埋蔵文化財包蔵地を発掘調査

調査及び報告書刊行 し、記録保存のため報告書を作成する。

・発掘調査（道仏鹿糠遺跡） 43,406千円

・報告書刊行（舟場向川久保(２)遺跡） 26,234千円

(5) 文化財の保存・修 10,943 県内の文化財の保存・活用を図るため、国及び県指定の文化財

理等の支援 修理や史跡整備、発掘調査等を行う事業者に対して助成を行う。

・無形民俗文化財等保護費補助 1,585千円

・文化財修理費補助 5,815千円

・記念物環境整備費補助 594千円

・指定文化財管理費補助 1,811千円

・埋蔵文化財緊急発掘調査費補助 1,138千円

２ 文化財の公開・活用 2,738

(1) 小学生による縄文 2,738 文化財の保存・活用に携わる人財の育成を図るため、子どもた

遺跡と地域の文化財 ちが縄文遺跡等の地域の文化財に直接触れ、体験する取組を通じ

体験事業 て、縄文文化や地域の文化財に関する理解を深めるとともに郷土

【新規重点】 愛の醸成を図る。



文化財保護課（その２）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

３ 伝統芸能・技術の継 9,327

承

(1) 北海道・東北ブロ 4,949 北海道・東北地区に伝承されている民俗芸能を広く一般に公開

ック民俗芸能大会 し、その価値を周知するとともに無形民俗文化財の保存・伝承及

び文化財の公開による地域振興等に寄与する。（令和３年度は青

森県で開催予定）

(2) こども民俗芸能大 4,378 子どもたちによる民俗芸能伝承活動の成果発表会を開催し、後

会 継者の育成と郷土愛の醸成を図る。また、大人の優れた民俗芸能

を鑑賞し、日頃演じている芸能の本来の意義や正確な伝承内容を

学ぶ。（令和３年度は五所川原市で開催予定）

４ 博物館等施設の機能 627,754

の充実

(1) 郷土館運営管理事 85,553 県立郷土館において、考古、自然、歴史、民俗、産業の各分野

業 に係る調査研究、資料の収集・保存、教育普及などの博物館活動

を行う。（郷土館）

(2) 三内丸山遺跡整備 257,914 三内丸山遺跡の発掘調査や特別研究、体験学習などの保存・活

事業 用事業を実施し、縄文遺跡を代表する三内丸山遺跡の情報発信を

行う。（三内丸山遺跡センター）

・仮整備費 1,880千円

・調査研究費 52,621千円

・普及啓発費 6,131千円

・運営諸費等 197,282千円

(3) 特別展開催事業 11,020 見学者の興味・関心を喚起するテーマに沿って、他の遺跡の重

要文化財などを借用した特別展を開催する。

（三内丸山遺跡センター）

特別展名称（予定） 開催期間（予定）

「あおもりの縄文世界」 令和3年7月～11月



文化財保護課（その３）

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

(4) 「選ばれる三内丸 22,170 世界遺産登録を見据え、国内外から「三内丸山遺跡が選ばれ

山遺跡」魅力発信推 る」ために、マーケティング調査を踏まえ効果的に遺跡の価値や

進事業【継続重点】 魅力が伝わるよう公開・活用を推進する。

（三内丸山遺跡センター）

(5) 三内丸山遺跡出土 6,138 出土品のうち重要文化財指定を受ける予定の約２,０００点に

品再整理事業 ついて注記、写真撮影等の作業及び文化庁による個別照合を行う

とともに、既に重要文化財指定を受けている１,９５８点を合わ

せた約４,０００点について個別管理台帳等を作成する。

（三内丸山遺跡センター）

(6) 三内丸山遺跡保存 88,937 三内丸山遺跡の適切な保存と積極的な活用に向けた整備等を行

・活用関連 う。（三内丸山遺跡センター）

・三内丸山遺跡史跡整備事業 36,229千円

・三内丸山遺跡長寿命化事業 52,708千円

(7) 埋蔵文化財調査セ 156,022 庁舎の長期保全計画に基づき、長寿命化改修等を行う。

ンター長寿命化改修 （埋蔵文化財調査センター）

事業



９ 高等学校教育改革推進室

事 業 名 当初予算額 事 業 の 概 要

千円

１ 県立高等学校教育改 12,682 青森県立高等学校教育改革推進計画第１期実施計画の推進及び

革推進事業 第２期実施計画策定に向けた取組を行う。


